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(a) 友ヶ島灯台の一般公開の様子 1)       (b) 鶴岡市のマンホールカード 2) 
















また，日本一の高さを誇る出雲日御碕灯台（1903 年竣工，石造，図 1-3）は，1972 年に地
震時における安全性への不安から取り壊しの危機に面していたものの，1973 年の振動実験
によって灯塔の劣化や弱体化などがないことが確かめられたため，取り壊しは回避された 6)。









図 1-3 出雲日御碕灯台（1903 年竣工，石造）のある風景 5) 
 
表 1-1 出雲日御碕灯台（1903 年竣工，石造）の歴史的・文化的・景観的な価値付け 6)～9) 
 名称 団体 
1996 年 世界各国の歴史的に特に重要
な灯台 100 選 
IALA（国際航路標識協会： International 
Association of Marine Aids to Navigation and 
Lighthouse Authorities） 
1998 年 あなたが選ぶ日本の灯台 50 選 海上保安庁灯台部と社団法人燈光会による













































































1 The Japan Lights 1876年
Richard Henry
Brunton
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 応用土木工学 1898年 竹貫直次 ○ ○
3 土木工事仕様設計実例 1902年 山本潔 ○
4 築港 .巻之五 1902年 廣井勇 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○





7 灯台 1914年 石川源二 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○




1926年 土木学会 ○ ○
10 河海工学 .下巻 1927年 君島八郎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
11 高等土木工学.第14巻 1931年 鈴木雅次 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
12 最新科学図鑑.7 1932年 アルス ○ ○ ○
13 万有科学大系.続編 第10巻 1933年 新光社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
14 高等建築学 .第19巻 1933年 常磐書房 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
15 土木耐震学 1934年 物部長穂 ○
16 犬吠埼灯台史 1935年 銚子観光協会 ○ ○ ○ ○ ○ ○
17
アルス鉄筋
    コンクリート工学講座.第8巻
1938年 山田正平 ○
18 港湾工学 1941年 小林春治 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
19 海を照らす人 1942年 茂木俊夫 ○
20 築港工学 .後編 1950年 横井増治 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
21 明治工業史 .土木篇 1951年 工学会 ○
22 港湾用航路標識の設計法(4) 1953年 藤野義男 ○
23 海岸工学 .第2 1955年 J. W. Johnson ○
24 航路標識 1960年 佐伯剛一 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○











No.1「The Japan Lights」1876 年 16) 
・・・灯塔に十分な重量と剛性を与えることで，灯塔の折損および転倒の防止を図った旨
が記載されている。 
No.7「灯台」1914 年 24) 
・・・風圧力と波圧力に対する設計・計算方法が記載されているものの，地震力に対する
設計・計算方法は記載されていない。 




No.11「高等土木工学.第 14 巻」1931 年 29) 
・・・『是等燈脚の設計は煙突と同様に，主として，風壓，及び波浪に對する轉倒の防止
と，地震とを考慮すべきである。』と記載されている。 
No.13「万有科学大系.続編 第 10 巻」1933 年 31) 
・・・『灯脚の計算は恰も煙筒の如く，主として風壓と地震とを考慮して設計する。』と記
載されている。 





No.18「港湾工学」1941 年 36) 
・・・『灯脚の設計は煙突と同じ理論に依る。即ち風壓と波浪の衝突に對して安全であり，
かつ地震に對して考慮すれば良い。』と記載されている。 
No.20「築港工学.後編」1950 年 38) 
・・・『灯脚の設計は煙突の設計と同じ理論によつて計算する。外力としては風圧と波浪
の激衝，地震を考慮すればよい。』と記載されている。 
























表 1-3 灯台，建築物，煙突の設計基準の変遷 
 航路標識構造物 建築物 煙突 
1920 年   市街地建築物法施行規則  
1923 年 関東大震災    
1924 年   物法令改正  
1935 年    鐵筋コンクリート構造計算規準・同解説 45) 
1938 年  アルス鉄筋コンクリート工学講座 35)   
1944 年   臨時日本標準規格  
1948 年 福井地震    
1950 年   建築基準法制定 建築基準法施行令第 9 章工作物の第 139 条 
1957 年  
航路標識業務便覧 10)（※制定年不明） 
  
1959 年  建築基準法改正  
1965 年  航路標識技術要報.第 4 号 43)   
1968 年 十勝沖地震    
1971 年   建築基準法施行令改正  
1976 年  航路標識構造物設計基準制定 11)  鉄筋コンクリート煙突の構造設計指針 46) 
1978 年 宮城県沖地震    
1981 年   建築基準法改正 既存 RC 造煙突の耐久・耐震診断指針 
―研究報告―47) 
建設省告示第 1101 号及び 1104 号 
1982 年    煙突構造設計施工指針 48) 
1984 年  航路標識構造物設計基準改正 12)   
1995 年 阪神淡路大震災  耐震改修促進法制定 
 
 
1996 年   建設省営計発第 100 号 
「官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説」44) 
 
1997 年  航路標識構造物設計基準改正 13)   
2000 年   建築基準法改正  
2004 年  航路標識構造物設計基準改正 14)   
2007 年    煙突構造設計指針 49) 
2008 年  航路標識の耐震性能の目標について 
航路標識の耐震診断について 
  
2011 年 東北地方太平洋沖地震    
2013 年   耐震改修促進法改正  
2015 年    既存鉄筋コンクリート造煙突の耐震診断 
指針・同解説 50) 





建築物：地震力は，水平震度 0.1 以上が規定されている。水平震度は，1923 年の関東大震災
の被害を受けて 1924 年に改正された「市街地建築物法」で導入された考え方であ
る。1950 年に制定された建築基準法で，一般建築物の水平震度は 0.2 以上に引き上
げられている。 
煙突 ：地震力は，1935 年「鐵筋コンクリート構造計算規準・同解説」45)に水平震度 0.15 以
上とすることが示されている。1950 年に制定された建築基準法施行令第 9 章工作
物の第 139 条により，煙突の水平震度は 0.3 に引き上げられている。 


















法施行令 88 条第 1 項の Ai 分布による。1995 年の阪神淡路大震災による建築物の
甚大な被害を教訓に「耐震改修促進法」が制定され，修正震度法に基づく建築物の
耐震改修が推進されている。 
煙突 ：地震力は，1976 年「鉄筋コンクリート煙突の構造設計指針」46)で 1948 年に発生し
た福井地震による煙突被害例などが分析され，煙突の地震応答性状が検討されて














1976 年に 17.7N/mm2（180kg/cm2）に 11)，1984 年に 20.6N/mm2（210kg/cm2）に引き
上げられている 12)。坂巻ら 53)，春畑ら 54)の資料によれば，建築物における 12.7～
14.7N/mm2（130～150kg/cm2）の設計基準強度は 1955 年から 1960 年頃に 20%前後
の頻度で使用されていたが，1975 年以降の使用は確認されていない。17.7N/mm2






1997 年～2004 年 
建築物：1995 年の阪神・淡路大震災による官公庁施設の被害分析結果から，建築物の構造
体以外にも通信施設や電気設備，水，電気などライフラインの確保の重要性が確認









































構造設計指針の設計用地震力の変遷と併せて表 1-4 に図示する。 
これより，灯台の設計用地震力は，震度法により設計されている第 1 期（1996 年以前），
修正震度法により設計されている第 2 期（1997～2016 年），モーメント係数法により設計さ
れている第 3 期（2017 年以降）に分類することができる。第 1 期で想定される地震動の大
きさは最大で自重の 30%程度であり，ベースシア係数は 0.1～0.3 である。第 2 期で想定さ
れる標準層せん断力係数は，一次設計で 0.2 以上（気象庁震度階 V 弱，最大加速度 80～100gal
程度），二次設計で 1.0 以上（気象庁震度階 VI，最大加速度 300～400gal 程度）が採用され





表 1-4 設計用地震力の変遷 
 




























































RC 造灯台を設計する場合の使用材料の変遷を表 1-5 に示す。これより，第 1 期の基準に
より設計されている既存灯台のコンクリートの設計基準強度は，建設年代により異なって
いることが分かる。第 2 期および第 3 期の基準により設計されている既存灯台のコンクリ
ートの設計基準強度は 21.0N/mm2 の 1 種類である。 
 










(SSD49) SD345 SD390 
第 1 期 
(震度法) 
1975 年以前 13.2 〇 〇 〇 － － 
1976 年～ 17.6 〇 〇 〇 － － 
1984 年～ 20.6 〇 〇 〇 － － 
第 2 期 
(修正震度法) 
1997 年～ 21.0 〇 － 〇 〇 〇 
2004 年～ 21.0 〇 － 〇 〇 〇 
第 3 期 
(モーメント係数法) 2017 年以降 21.0 〇 － 〇 〇 〇 
 
3) 構造細目の変遷 









間隔 直径 鉄筋比 間隔 直径 鉄筋比 
第 1 期 
(震度法) 
1975 年以前 
規定なし 1976 年～ 
1984 年～ 

















以上※5 2004 年～ 
第 3 期 











※3 波の作用を受ける場合は，200mm 以下とする。 











的に変化する高さ 40～250m の自立型 RC 造煙突を対象としている。しかし，既存灯台は，
灯器や灯ろうなどの重量物が頂部にあること，下層に付属舎があることから質量および剛
性が中間で急変する場合があるため，煙突構造設計指針 49)の適用範囲外である。また，日本















































表 1-7 耐震性評価が行われた既存灯台（国内） 
No. 灯台名称 構造 
種別 竣工年 実施年 必要保有水平耐力の算出方法 




2 江埼灯台 60) 石造 1871 年 1995 年 ・修正震度法による静的解析 




4 犬吠埼灯台 63),64) 煉瓦造 1874 年 1982 年 ・時刻歴応答解析による動的解析 
・1982 年の振動実験結果を参照 




6 角島灯台 68) 石造 1876 年 1995 年 ・修正震度法による静的解析 
・振動実験実施済み※1 
7 潮岬灯台 69) 石造 1873 年 1995 年 ・修正震度法による静的解析 
・振動実験実施済み※1 
8 禄剛埼灯台 70) 石造 1883 年 1996 年 ・修正震度法による静的解析
※2 
・1995 年の振動実験結果を参照 
9 男木島灯台 71) 石造 1895 年 1995 年 ・修正震度法による静的解析 
・1995 年の振動実験結果を参照 




11 出雲日御碕灯台 74),75) 石造※3 1903 年 1990 年 ・修正震度法による静的解析 
・振動実験実施済み※1 
12 安芸白石灯標 76),77) 石造 1903 年 1999 年 ・修正震度法による静的解析
※4 
・1999 年の振動実験結果を参照 
13 清水灯台 78),79) RC 造 1912 年 1991 年 ・修正震度法による静的解析 
・振動実験実施済み※1 
14 野間埼灯台 80) C 造※5 1921 年 1998 年 ・修正震度法による静的解析 
・振動実験実施済み※1 
15 舳倉島灯台 81) RC 造 1930 年 2001 年 ・修正震度法による静的解析 
16 稲取岬灯台 82) RC 造 1972 年 1996 年 ・修正震度法による静的解析 
※1 文献 85)～87)に振動調査の記述がある。 
※2 1 質点モデルの地震応答解析により，ベースシア係数を算出している 69)。 
※3 二重殻構造であり，外殻壁は石造，内殻壁は煉瓦造である。 
※4 塑性変形の有無については，非線形応答解析により検討されている 76)。 
※5 コンクリート造のことである。 
 
表 1-8 耐震性評価が行われた既存灯台（国外） 
No. 灯台名称 構造 
種別 竣工年 実施年 必要保有水平耐力の算出方法 
1 Presqu’ile Point 
Lighthouse83) 
石造 1884 年 2014 年※1 （解析条件不明） 
2 Paphos 
Lighthouse84) 







(a) 外観 88)           (b) 曲げモーメントの高さ方向の分布 59) 
図 1-5 神子元島灯台の必要保有水平耐力の比較（注 4） 
 
(a) 外観 88)           (b) 曲げモーメントの高さ方向の分布 66) 
図 1-6 尻屋埼灯台の必要保有水平耐力の比較（注 5） 
 
(a) 外観 88)          (b) 曲げモーメントの高さ方向の分布 68) 







式(1.1)，(1.2)が既に用いられている。なお，第 1 期（1996 年以前）の基準では，設計用一次
固有周期に関する記述はない。 
 
T(2)=(0.02+0.01∙α)∙H (1.1)（注 7） 




























図 1-8 一次固有周期の式(1.1)による推定値と 
振動実験による実測値との比較 59),61),64),65),69),70),72),74) 
 
また，式(1.2)は，小原ら 55)によって 1983 年に提案された式(1.3)を SI 単位に修正したもの
である。しかし，式(1.2)，(1.3)は，パラメータが多い上に実験基数が煉瓦造 2 基，石造 4 基，
RC 造 2 基と少なく，実証性に乏しい。なお，式(1.2)，(1.3)で躯体高さ 0m のときの一次固





















































表 1-9 既存灯台の一次減衰定数に関する報告 








方法※3 入口方向 入口 
直交方向 
1 神子元島灯台 55),88) 石造 1870 年 1982 年 8 月 3.80% 3.70% A,B 不明 
2 潮岬灯台 55),88) 石造 1873 年 1982 年 12 月 1.20% 1.13% A,B 不明 
3 御前埼灯台 61),88) 煉瓦造 1874 年 1981 年 6 月 2.40% 2.00% A,B D 
4 犬吠埼灯台 55),88) 煉瓦造 1874 年 1982 年 8 月 2.77% 3.06% A,B 不明 
5 尻屋埼灯台 65) 煉瓦造 1876 年 1976 年 8 月 5.50% － B 不明 
6 禄剛埼灯台 82) 石造 1883 年 1995 年－月 20.9～22.8% 12.2～12.8% B E 
7 出雲日御碕灯台 55),88),91) 石造※4 1903 年 
1951 年 11 月 
1973 年 8 月 













8 地蔵島灯台 55) 石造 1920 年 1982 年－月※5 1.40% 1.40% A,B 不明 
9 大王埼灯台 55) RC 造 1927 年 1982 年－月※5 1.63% 2.82% A,B 不明 









     h'= δ δ2+4∙π2⁄  (1.6) 















1951 年 11 月と 1973 年 8 月の振動実験により，経年による振動特性の変化が報告されてい
る 91)。同灯台の振動特性の変化を表 1-10 に示す。これより，経年により一次固有周期が伸
び，一次減衰定数が小さくなっていることが示されている。この原因として，躯体の劣化が
考えられるものの，11 月と 8 月の気温や計測器の精度が異なることを考慮して断言は避け
ている 91)。 
 









1951 年 11 月 0.50 0.49～0.50 
 
風速 5m/s 













1973 年 8 月 0.51～0.53 － 0.41～0.91※1 
※1 対数減衰率から式(1.6)により，一次減衰定数に変換されている。 
 
御前埼灯台（1873 年竣工，煉瓦造）では，1982 年 11 月の耐震補強工事（ひび割れ補修と
PC 鋼線による構造補強）前後に弾性波速度測定および振動実験が行われ，補強効果が確認















弾性波速度(m/s) 一次固有振動数(Hz) 一次減衰定数(%) 






1981 年 6 月 1,740 1,651 
 
1985 年 3 月 1,985 1,932 
常時微動 
測定 




1985 年 3 月 4.35 4.50 
自由振動 
測定※2 
1981 年 6 月 
 
2.40 2.00 
1985 年 3 月 3.50 4.80 
※1 衝撃弾性波法により測定されている。起振は鉄製ハンマー，















の 3 つの課題の解決を目的としたものであり，全 7 章で構成されている。第 2 章と第 3 章
は，本研究における分析対象と分析方法について整理したものであり，第 4 章から第 6 章
は前記の課題に対応している。各章の関係を図 1-9 に，概略を以下に示す。 
第 1 章「序論」では，灯台の設計基準である「航路標識構造物設計基準・同解説」の制定・
改正の変遷および既往研究を整理して本研究の学術的位置づけを明らかにし，既存灯台の


























































表 1-12 各章と査読付き発表論文との対応 
章内容 査読付き発表論文(掲載誌名，掲載年月) 
第 1 章 序論 ― 
第 2 章 既存灯台の地震被害 ― 




第 4 章 既存灯台の一次固有周期推定式に関
する検討 
③日本建築学会構造系論文集，2018.3 
第 5 章 
強震観測に基づく既存灯台の地震時
挙動に関する検討 





第 6 章 
長期観測に基づく既存灯台の静的・
動的特性に関する検討と補強効果 
















第 7 章 結論 ― 





集，第 21 巻，第 47 号，pp.71-76，2015.2 
③川瀬みなみ，青木孝義，張景耀，佐藤大輔：灯台の構造諸元と一次固有周期との関係に関す
る研究，日本建築学会構造系論文集，第 83 巻，第 745 号，pp.397-407，2018.3 
④川瀬みなみ，青木孝義，佐藤大輔：灯台の静的・動的特性の長期観測―長期的変動 その 1
―，日本建築学会技術報告集，第 24 巻，第 56 号，pp.69-74，2018.2 


































ンクリート造（以下，C 造という）および RC 造とする。本研究の検討対象が既存灯台全体















（1871：第 1 期） 
石造 














































（1870：第 1 期） 
煉瓦造 
灯台東入口に 4 ヶ所亀裂を生じる。最長で 5 尺
（1.52m）に至る。西側に 5 ヶ所亀裂を生じる。最


















（1919：第 1 期） 
C 造 






（1923：第 1 期） 
RC 造 
山崩れのため道路が崩壊し，地盤に大亀裂を生




（1870：第 1 期） 
煉瓦造 




（1870：第 1 期） 
煉瓦造 
1.7m 程度地盤が隆起し，灯台は東南方に転倒破壊
した 10),14)。4m/s2程度の加速度が生じたと推定 10)。 
15 
剣埼灯台 






（1919：第 1 期） 
C 造 




た 10),14)。2.5m/s2 の加速度が生じたと推定 10)。 
17 
伊豆大島灯台 
（1915：第 1 期） 
C 造 
基礎上 4m の位置でせん断され，1 尺（3.03m）南
西方へ移動し，反時計回りに約 15 度回転したが




（1875：第 1 期） 
S 造 
北に約 5 度傾斜 10)。 
19 
品川灯台 
（1870：第 1 期） 
石造 
基礎部分が 0.6m 沈下し，灯塔に亀裂を生じる 10)。 
20 
第二海堡灯台 
（1894：第 1 期） 
下部 C 造 
上部 S 造 









（1896：第 1 期） 
S 造 
水平に 4.1m 沈下 10)。 
23 
横濱北水堤灯台 
（1896：第 1 期） 
S 造 









1/15 25 剣埼灯台 







表 2-1 地震被害を受けた既存灯台の被害状況（続き） 
地震発生 






（1899：第 1 期） 


































（1959：第 1 期） 














（1958：第 1 期） 
RC 造 敷地沈下により土間破損 
33 
気仙沼唐島灯台 
（1966：第 1 期） 
RC 造 土間との境目に亀裂 
34 
白銀埼灯台 
（1957：第 1 期） 
RC 造 附属舎との境目に周状亀裂 
35 
陸前江島灯台 
（1962：第 1 期） 
RC 造 附属舎上部で格子状亀裂 
36 
荻浜灯台 
（1950：第 1 期） 
RC 造 附属舎上部で周状亀裂 
37 
二鬼城埼灯台 
（1955：第 1 期） 
RC 造 地盤沈下による土間破損 
38 
波島灯台 
（1948：第 1 期） 
RC 造 灯室床破損，土間破損 
39 
渡波尾埼灯台 
（1950：第 1 期） 
RC 造 附属舎上部周状亀裂 
40 
地蔵島灯台 




（1951：第 1 期） 
RC 造 附属舎上部で周状亀裂 
42 
大津岬灯台 
（1960：第 1 期） 
RC 造 附属舎上部で周状亀裂 
 
  
(a) 航路標識種別による内訳     (b) 沿岸灯台の構造種別による内訳 
図 2-1 地震被害を受けた既存灯台の内訳 

































灯台（1995 年被災，石造），椎谷鼻灯台（2007 年被災，RC 造），首埼灯台（2011 年被災，
RC 造），二鬼城埼灯台（2011 年被災，RC 造）である。各灯台の被害の詳細を以下に述べる。 




































(a) 外観                         (b) (a)の赤枠部分拡大写真 










(a) 外観               (b) (a)の土間部分拡大写真 









(a) 外観                          (b) 土間部分拡大写真 







(a) 外観                       (b) (a)の土間部分拡大写真 





ている 5)。灯塔部分に被害を生じた煉瓦造灯台の被害状況の模式図を図 2-9 に示す。アメリ
カに建設されていたポイントアリーナ岬（1906 年被災，煉瓦造）の地震被害事例 23)も参考
までに図 2-9 に示す。各灯台の被害の詳細を以下に述べる。 
 
 
図 2-9 煉瓦造灯台の地震被害状況の模式図 
 
































石材の脱落は，剣埼灯台（石造）で 1923 年と 1924 年の 2 度報告されている。1923 年の
被害状況を図 2-11 に示す。石材は脱落し，ほとんど崩壊している。 
周状の亀裂は，地蔵島灯台（石造）で報告されている。2011 年の被害状況を図 2-12 に，
被害状況の模式図を図 2-13 に示す。出入口上部に周状の亀裂が発生していることが分かる。 
 
 
図 2-11 剣埼灯台（1923 年被災，石造）の被害状況 10) 
 
  
(a) 外観                    (b) 出入り口上部の室内側の被害状況 

























洲ノ岬灯台：1922 年と 1923 年の 2 度の地震被害を受けた。1922 年の地震では，施工目地に
亀裂が生じた 10)。翌 1923 年に，亀裂を含めて下部を鉄筋コンクリートによる
巻立て補強が行われたものの，1923 年の関東大震災で補強範囲上部の施工目
地に亀裂が生じた 10)。1923 年の被害状況を図 2-15 に示す。当時のコンクリー










図 2-15 洲ノ岬灯台（1923 年被災，C造）の被害状況 10) 
 





(a) 灯塔の傾斜状況 6)                (b) (a)の折損部分拡大写真 8) 










(a) 外観                         (b) (a)の赤枠部分拡大写真 




をそれぞれ図 2-18～図 2-23 に示す。これらの灯塔には，周状に亀裂が生じていることが分
かる。 
 






(a) 外観                       (b) (a)の赤枠部分拡大写真 




(a) 外観                      (b) (a)の赤枠部分拡大写真 
図 2-20 荻浜灯台（2011 年被災，RC 造）の被害状況 
（写真は，海上保安庁提供） 
  
(a) 外観                       (b) (a)の赤枠部分拡大写真 














(a) 外観                       (b) (a)の赤枠部分拡大写真 
 
(c) (b)の青枠部分はつり調査結果 




(a) 外観                  (b) (a)の赤枠部分の反対側拡大写真 


























(a) 位置関係                             
図 2-24 2011 年東北地方太平洋沖地震により被災した RC 造灯台と震央位置との関係 

























(a) 位置関係                        (b) 煙突の倒壊方向 





1) 地震被害を受けた既存灯台 42 基の竣工年，構造種別を整理・分析した結果，すべて第
1 期（1996 年以前）に竣工した既存灯台であること，煉瓦造 8 基，石造 7 基，C 造 4 基，
RC 造 14 基，その他 S 造など 9 基であることが分かった。この結果に基づき，本研究
で検討対象とする既存灯台を 1996 年以前に竣工した煉瓦造，石造，C 造と RC 造とし
た。なお，本研究の検討対象は，既存灯台全体の 70%程度を占めている。 


































灯塔のみ 1971 年に建て替えられた RC 造灯台である。2007 年には灯塔と付属舎を EXP.J で





図 3-1 宇品灯台（灯塔のみ 1971 年竣工，RC 造）の外観（北側より撮影） 
 




地上から踊り場までの高さは 17.00m，頂部までの高さは 20.95m である。基礎はフーチン
グ，壁主筋は高さ 6.00m までダブル配筋，それ以上はシングル配筋である。また，宇品灯台
の敷地は，3 方向を海にせり出した平均水面より約 26m の崖上に位置している。雨水によ
る表土の洗い出しに起因すると考えられる南西側の地盤沈下に伴い，北西側基礎部に水平









(a) 西面               (b) 南西面 
 
(c) 南面 






振動測定点の位置を図 3-4 に示す。振動測定点は，次に示す 3 パターンとした。なお，加




図 3-4 振動測定点の位置図 
 
i) パターン 1：地盤 
振動測定には，3 軸小型換振器（動電型速度計，測定周波数：0.2～42Hz）とアナログ入力
モジュール（分解能：24bit）を用いた。地盤の振動特性を明らかにするため，小型換振器は










iii) パターン 3：S1～12 
振動測定には，1 軸加速度計（計測範囲：±2,942gal，周波数応答：DC～400Hz，分解能：
0.000049m/s2 以下）とアナログ入力モジュール（分解能：24bit）を用いた。1 軸加速度計を
組み合わせ，S1～S7 および S10，S11 は水平 2 成分と上下 1 成分を，S8 および S9 は水平 2





振動実験方法は，次の 3 種類とした。 
i) 常時微動測定 
各パターンの測定時間は，表 3-1 のとおりである。常時微動測定時の風速は，宇品灯台の
気象データ（第六管区海上保安本部より提供）から 0～2m/s であった。 
 
表 3-1 常時微動測定の測定時間 
 測定開始時間 測定時間 
パターン 1 2013 年 11 月 6 日 12 時 42 分 約 2 時間 40 分間 
パターン 2 2013 年 11 月 6 日 16 時 45 分 約 25 分間 




















i) 地盤の常時微動測定結果（パターン 1） 
まず，地盤の振動特性を明らかにする。常時微動測定により得られた地盤の水平動と上下
動のフーリエスペクトル比（以下，H/V スペクトル比 2)という）を図 3-6 に示す。H/V スペ
クトル比は，測定データを 2,048 点ずつに分割し，それぞれのデータを独立したデータと考
えて平均（以下，アンサンブル平均という）して求めた。なお，ハニング窓によるデータ補
正を行い，バンド幅 0.5Hz の Parzen ウィンドウを用いてスペクトルの平滑化を行った。 















図 3-6 宇品灯台の地盤の H/V スペクトル比 
 
表 3-2 地盤の卓越周期と地盤種別の対応 3) 





ii) 灯塔の常時微動測定結果（パターン 2 およびパターン 3） 
灯塔の振動特性を明らかにするため，振動測定点 K3～K7 で測定されたデータを 4,096 点
ずつに分割し，アンサンブル平均して求めたフーリエスペクトルを図 3-7 に示す。また，1
階（K7）のフーリエスペクトルに対する各高さ（K3～K6）のフーリエスペクトルの比（以
下，伝達関数という）を求め，得られた伝達関数を図 3-8 に示す。図 3-7 により推定された
地盤－建物連成系の固有振動数，図 3-8 により推定されたスウェイ固定系の固有振動数を表





また，ねじれ振動を明らかにするため，各高さ 2 点ずつ（1 階のみ 3 点）設置したセンサ
（S1～S11）の X 方向（東西方向）の相対加速度を算出した。各高さの相対加速度のフーリ
エスペクトルを図 3-9(a)に，1 階に対する各高さの伝達関数を図 3-9(b)に示す。これより推



















(a) X 方向                  (b) Y 方向                 (c) Z 方向 
図 3-7 宇品灯台のフーリエスペクトル（K3～K7） 
 
 
(a) X 方向                  (b) Y 方向                 (c) Z 方向 
図 3-8 宇品灯台の GL+1.3m（K7）に対する各高さ（K3～K6）の伝達関数 
 
 
(a) フーリエスペクトル    (b) GL+1.3m に対する各高さの伝達関数 




























































































































































































表 3-3 常時微動測定により推定された宇品灯台の固有振動数 
 
固有振動数（Hz） 
X 方向 Y 方向 Z 方向 ねじれ 
方向 
一次 二次 三次 一次 二次 三次 一次 一次 
地盤－建物連成系 3.22※1 22.17 51.27 3.22※1 23.29 54.44 36.28 24.27 




図 3-10 宇品灯台の灯室の粒子軌跡 
（バンドパスフィルター3.22Hz±0.1Hz） 
 




の 2 周目から約 10 秒間の極大値を結ぶ包絡線を指数関数 exp(-h1ω0t)で 小二乗近似して減
衰定数 h1を推定する。ここで，ω0は一次の固有角振動数(rad/sec)，t は経過時間(sec)である。
一次減衰定数を推定するため，応答波形に対して X，Y 方向ともに 3.22Hz を中心振動数と
したバンド幅 1.0Hz のフィルター処理を行った後，小サンプルを 4000 個以上重ね合わせて
得られた RD 波形を図 3-11 に示す。これより，一次減衰定数は，X 方向で 0.86%，Y 方向で
1.30%と推定される。 
 












(a) X 方向 
 
(b) Y 方向 
図 3-11 宇品灯台の RD 波形（K3） 
 
ハーフパワー法では，灯室（K3）のパワースペクトルにより推定された一次固有振動数 f0
とその両側に f0の振幅の 1/2 となる振動数 f1，f2を用いて式(3.1)により一次減衰定数 h1を推
定する。なお，本法によって推定される減衰定数は，窓関数の使用やスペクトルの平滑化の
程度に依存するため，両者は行わないものとした。本法により推定された一次減衰定数は，










f1 ：f0の左側において f0の振幅の 1/2 となる振動数（Hz） 






Y 方向加振時の共振曲線を図 3-12 に示す。共振曲線は，灯台の応答波（K3～K7）と起振
器による入力波（K1）のフーリエスペクトル比である。図 3-12 より推定された宇品灯台の




図 3-12 強制加振実験における宇品灯台の共振曲線（K1，K3～K7） 
 




一次 二次 三次 
























自由振動実験により，図 3-13 に示す自由振動波形が得られた。自由振動波形を 3 周期ず
つに分けて，ゼロクロス法により固有振動数を，波形の極大値を結ぶ包絡線を指数関数 exp(-
h1ω0t)で 小二乗近似して減衰定数 h1を推定する。推定した結果を表 3-5 に示す。 
 
 
(a) X 方向 
 
(b) Y 方向 
図 3-13 自由振動実験により得られた宇品灯台の自由振動波形（K3） 
 
表 3-5 自由振動実験により推定された宇品灯台の 
地盤－建物連成系の一次固有振動数と一次減衰定数 
 一次固有振動数（Hz） 一次減衰定数(%) 
X 方向 Y 方向 X 方向 Y 方向 
区間 1 3.17 3.16 1.73 1.83 
区間 2 3.18 3.17 1.66 2.60 
区間 3 3.20 3.19 2.00 1.53 
区間 4 3.28 3.19 3.18 2.99 
区間 5 3.15 3.22 1.23 3.27 
区間 6 3.14 3.28 3.06 0.61 


















































数をそれぞれ表 3-6，表 3-7 にまとめる。これより，強制加振実験および自由振動実験によ
り推定された固有振動数は，各方向三次固有振動数までほぼ一致していることが示された。
一次減衰定数は，常時微動測定の RD 法による推定値を除いて X 方向で平均 1.8%，Y 方向
で平均 2.2%であった。 
 
表 3-6 3 種類の振動実験により推定された宇品灯台の固有振動数 
 
固有振動数（Hz） 
X 方向 Y 方向 Z 方向 ねじれ 
方向 




地盤－建物連成系 3.22※1 22.17 51.27 3.22※1 23.29 54.44 36.28 24.27 
スウェイ固定系 3.27※1 22.17 51.32 3.37 23.29 54.44 35.69 24.22 
強制加振実験 地盤－建物連成系 ― ― ― 3.17 23.14 54.15 ― ― 
自由振動実験 
（全区間） 地盤－建物連成系 3.19 ― ― 3.20 ― ― ― ― 
※1 北東－南西方向への振動 
 





（全区間） RD 法 ハーフパワー法 
X 方向 0.86 1.74  1.89 













(a) X 方向                              (b) Y 方向 
図 3-14 宇品灯台の一次固有振動数と加速度振幅値との関係（K3） 
 
 
(a) X 方向                              (b) Y 方向 
図 3-15 宇品灯台の一次減衰定数と加速度振幅値との関係（K3） 
 
また，常時微動測定と強制加振実験結果について，各高さ（K3～K6）の応答倍率から 1















































































(a) 断面イメージ     (b) 一次      (c) 二次      (c) 三次 




































































時間領域による解析方法として SSI 法（Stochastic Subspace Identification：確率的部分空間
同定法）を採用し，同定された固有振動数を表 3-8 に示す。周波数領域の伝達関数は，入出
力データを参照して固有振動数を推定するのに対して，SSI 法は出力データのみから固有振






表 3-8 2 種類の解析方法により同定・推定された宇品灯台の固有振動数 
 固有振動数（Hz） 
X 方向 Y 方向 Z 方向 ねじれ 
方向 




※1 22.17 51.27 3.22※1 23.29 54.44 36.28 24.27 
スウェイ 
固定系 3.27
※1 22.17 51.32 3.37 23.29 54.44 35.69 24.22 




















4) 3 種類の振動実験結果から推定された一次減衰定数は，常時微動測定の RD 法による推定
値を除いて X 方向で平均 1.8%，Y 方向で平均 2.2%であった。しかし，実験方法および解
析方法によりばらつきが見られるため，減衰定数の推定方法についてはさらなる検討が
必要である。 



















































振動実験の対象とした灯台を表 4-1 に示す。著者らによる 13 基の実験の他，文献 1)～4)
で実施された 12 基の実験結果も含めて示している。構造種別は，煉瓦造が 4 基，石造が 7
基，RC 造が 14 基である。なお，二重殻構造である場合は，外殻の材料を構造種別とした。 
煉瓦造灯台は，明治期に建設された 9 基 5)中 4 基を対象とし，高い灯台として尻屋埼灯台
および犬吠埼灯台を，低い灯台として菅島灯台を，両者の中間として御前埼灯台を選定した





崎鼻灯台を選定した（図 4-3）。さらに，防波堤灯台および灯標のうち基数の多い 5～10m 級


















1 神子元島灯台1) 1870 石造 15.50 7.00 2.00 4.80 0.90 2.21
2 菅島灯台 1873 煉瓦造 6.70 5.55 0.52 5.40 0.52 1.21
3 御前埼灯台1) 1874 煉瓦造 14.21 5.49 1.29 4.65 0.87 2.59












6 潮岬灯台1) 1878 石造 15.00 5.50 1.40 4.50 0.90 2.73
7 禄剛埼灯台3) 1883 石造 5.30 5.50 0.90 4.90 0.75 0.96
8 男木島灯台4) 1895 石造 10.64 3.78 0.97 不明 不明 2.81
9 美保関灯台4) 1898 石造 6.63 5.70 1.20 不明 不明 1.16







11 地蔵島灯台1) 1920 石造 9.16 3.10 0.70 2.33 0.54 2.95
12 大王埼灯台1) 1927 RC造 17.15 3.88 0.59 3.40 0.35 4.42
13 沢崎鼻灯台1) 1928 RC造 20.39 3.80 不明 3.10 不明 5.37




1942 RC造 4.70 1.40 0.20 0.65 0.20 3.36
16 錦灯台 1952 RC造 8.40 2.20 0.25 2.06 0.18 3.82
17 阿伏兎灯台 1958 RC造 7.00 3.00 0.20 3.00 0.20 2.33
18 下瀬礁灯標 1962 RC造 7.20 2.00 不明 不明 不明 3.60
19 馬ヶ鼻灯台 1963 RC造 7.05 2.38 0.18 2.38 0.18 2.96






RC造 17.00 2.70 0.25 2.70 0.25 6.30
22 鹿嶋灯台 1971 RC造 27.50 4.80 0.40 3.60 0.20 5.73
23 三玉岩灯標 1978 RC造 6.20 2.20 0.20 2.20 0.20 2.82
24 讃岐寺島灯台 1985 RC造 7.20 2.21 ― 1.30 ― 3.26



























図 4-2 振動実験対象とした石造沿岸灯台 6) 
 
 






















(a) 対象とした防波堤灯台           (b) 灯台表 7)中の防波堤灯台の塔高 
図 4-4 振動実験対象とした RC 造防波堤灯台 
 
     
(a) 対象とした灯標                  (b) 灯台表 7)中の灯標の塔高 
図 4-5 振動実験対象とした RC 造灯標 
 
4.1.2 実験方法 
著者らが振動実験を実施した灯台については，3.2.1 項で使用した 3 軸加速度計（K1，K2，
…）あるいは 1 軸加速度計（S1，S2，…）とアナログ入力モジュールを用いて常時微動測定
を採用した。加速度計は，1FL および灯室床には必ず設置し，その他適宜可能な範囲で設置
した。加速度計の設置位置図を図 4-6～図 4-9 に示す。サンプリング周波数は 200Hz とし，





































図 4-6 菅島灯台（煉瓦造）の加速度計設置位置（寸法：mm） 
※ ■：3 軸加速度計，●：1 軸加速度計とする。 
 
 
京ノ上臈島灯台                 錦灯台                    阿伏兎灯台 
 
島勝灯台                   馬ヶ鼻灯台                       宇品灯台 
図 4-7 振動実験対象とした RC 造沿岸灯台の加速度計設置位置（寸法：mm） 




鹿嶋灯台        讃岐寺島灯台 
図 4-7 振動実験対象とした RC 造沿岸灯台の加速度計設置位置（寸法：mm）（続き） 
※ ■：3 軸加速度計，●：1 軸加速度計とする。 
 
 
三河港三谷南防波堤東灯台        衣浦港半田防波堤灯台 
図 4-8 振動実験対象とした RC 造防波堤灯台 





下瀬礁灯標          三玉岩灯標 
図 4-9 振動実験対象とした RC 造灯標の加速度計設置位置（寸法：mm） 




速度データを 4,096 点（20 秒程度）ずつ 50%オーバーラップさせながら分割し，アンサン
ブル平均してフーリエスペクトルを求めた。なお，分割した各加速度データはハニング窓に































1 神子元島灯台 0.1901) 0.1901) 0.310 0.197 
2 菅島灯台 0.141 0.126 0.134 0.077 
3 御前埼灯台 0.2601) 0.2801) 0.284 0.217 
4 犬吠埼灯台 0.4041) 0.4211) 0.475 0.433 
5 尻屋埼灯台 0.4832) 0.5082) 0.489 0.460 
6 潮岬灯台 0.2071) 0.2231) 0.300 0.172 
7 禄剛埼灯台 0.0863) 0.0903) 0.106 0.054 
8 男木島灯台 0.1204) 0.1454) 0.213 0.136 
9 美保関灯台 0.1464) 0.1464) 0.133 0.062 
10 出雲日御碕灯台 0.5321) 0.5211) 0.714 0.553 
11 地蔵島灯台 0.1801) 0.1471) 0.183 0.163 
12 大王埼灯台 0.2191) 0.2201) 0.343 0.195 
13 沢崎鼻灯台 0.2901) 0.2521) 0.408 0.265 
14 京ノ上臈島灯台 0.087 0.084 0.087 0.059 
15 三河港三谷南防波堤東灯台 0.074 0.061 0.094 0.070 
16 錦灯台 0.100 0.116 0.168 0.104 
17 阿伏兎灯台 0.096 0.096 0.140 0.071 
18 下瀬礁灯標 0.078 0.076 0.144 0.091 
19 馬ヶ鼻灯台 0.066 0.074 0.141 0.080 
20 島勝灯台 0.122 0.115 0.154 0.125 
21 宇品灯台 0.311 0.311 0.000 0.000 
22 鹿嶋灯台 0.379 0.379 0.550 0.365 
23 三玉岩灯標 0.095 0.081 0.124 0.073 
24 讃岐寺島灯台 0.081 0.077 0.144 0.086 
25 衣浦港半田防波堤灯台 0.096 0.083 0.160 0.120 
 
 







































(a) 式(4.1)                            (b) 式(4.2) 
図 4-11 一次固有周期の実測値と推定値との関係 
 
 
(a) 式(4.1)                            (b) 式(4.2) 
図 4-12 一次固有周期の実測値と推定値との推定誤差率の躯体高さに対する分布 
 


































































































































の 8 個の構造諸元を検討対象とする。4.1.1 項で振動実験対象とした 25 基の既存灯台の構造





図 4-13 既存灯台のパラメーター 
 


















1 神子元島灯台1) 1870 石造 15.50 7.00 2.00 4.80 0.90 2.21 113.88 571.48 84.43 0.148 7.00 0.65
2 菅島灯台 1873 煉瓦造 6.70 5.55 0.52 5.40 0.52 1.21 26.08 109.16 6.07 0.056 5.55 0.63
3 御前埼灯台1) 1874 煉瓦造 14.21 5.49 1.29 4.65 0.87 2.59 41.02 466.37 23.91 0.051 5.64 1.40





4.75 0.83 3.40 70.34 737.63 21.48 0.029 8.66 1.54





4.73 0.59 3.53 84.61 806.10 40.70 0.050 7.20 0.60
6 潮岬灯台1) 1878 石造 15.00 5.50 1.40 4.50 0.90 2.73 42.31 521.40 70.00 0.134 5.50 0.90
7 禄剛埼灯台3) 1883 石造 5.30 5.50 0.90 4.90 0.75 0.96 35.72 173.64 41.77 0.241 5.50 0.75
8 男木島灯台4) 1895 石造 10.64 3.78 0.97 不明 不明 2.81 9.45 188.80 19.50 0.103 3.78 2.00
9 美保関灯台4) 1898 石造 6.63 5.70 1.20 不明 不明 1.16 46.00 248.22 30.30 0.122 6.30 0.80






4.07 0.61 4.39 133.25 1656.66 14.50 0.009 8.12 0.80
11 地蔵島灯台1) 1920 石造 9.16 3.10 0.70 2.33 0.54 2.95 不明 不明 不明 0.030 不明 不明
12 大王埼灯台1) 1927 RC造 17.15 3.88 0.59 3.40 0.35 4.42 8.52 220.41 22.65 0.103 5.64 2.10
13 沢崎鼻灯台1) 1928 RC造 20.39 3.80 不明 3.10 不明 5.37 不明 不明 不明 不明 不明 不明




1942 RC造 4.70 1.40 0.20 0.65 0.20 3.36 0.14 6.13 0.94 0.153 1.60 3.70
16 錦灯台 1952 RC造 8.40 2.20 0.25 2.06 0.18 3.82 0.74 32.85 1.50 0.046 3.50 1.00
17 阿伏兎灯台 1958 RC造 7.00 3.00 0.20 3.00 0.20 2.33 1.73 33.49 4.92 0.147 5.00 1.00
18 下瀬礁灯標 1962 RC造 7.20 2.00 不明 不明 不明 3.60 不明 不明 不明 不明 3.60 2.80
19 馬ヶ鼻灯台 1963 RC造 7.05 2.38 0.18 2.38 0.18 2.96 1.29 31.64 10.84 0.343 4.00 1.70






RC造 17.00 2.70 0.25 2.70 0.25 6.30 1.46 122.38 10.33 0.084 6.80 0.80
22 鹿嶋灯台 1971 RC造 27.50 4.80 0.40 3.60 0.20 5.73 13.49 303.72 29.92 0.099 12.00 4.80
23 三玉岩灯標 1978 RC造 6.20 2.20 0.20 2.20 0.20 2.82 0.63 18.41 5.21 0.283 2.20 3.80
24 讃岐寺島灯台 1985 RC造 7.20 2.21 ― 1.30 ― 3.26 1.17 35.99 3.49 0.097 4.00 1.00



































































γ ：凝灰岩の場合 1.8 ton/m3（17.65kN/m3） 
煉瓦の場合 2.0 ton/m3（19.61kN/m3） 
RC または砂岩の場合 2.4 ton/m3（23.53kN/m3） 
E ：凝灰岩または煉瓦の場合 3.0×105 ton/m2（2.94×103N/mm2） 
砂岩の場合 8.0×105 ton/m2（7.83×103N/mm2） 
RC の場合 2.0×106 ton/m2（1.96×104N/mm2） 
 


















7), 8) 付加質量に関する構造諸元：躯体の質量に対する頂部の付加質量の比（μ）， 
付加質量の影響による固有周期の変化度合い（ λ λ0⁄ 2） 
頂部に付加質量がある場合の等断面片持梁の固有周期の変化度合いには，長さ L，質量 M，





cos λ∙L ∙ sinh λ∙L - sin λ∙L ∙ cosh λ∙L ∙μ∙λ∙L 







μ=0 のとき λ=λ0として式(4.3)を解くと，λ0∙Lの最小解は 1.875 となり，λ0は頂部に付加質











ヶ鼻灯台の 0.343 である。このとき，付加質量の影響による固有周期の変化度合い（ λ λ0⁄ 2）
は 0.637 であり，馬ヶ鼻灯台の一次固有周期の実測値は頂部に付加質量がない場合の一次固








用いる説明変数群を絞り込む。一次固有周期の実測値（T）と 4.2.1 項で整理した 8 個の構造






が 0.05 未満である場合に「5%水準で相関係数が妥当（有意）である」と判断する。 
 













xi, x ：既知の xi（i=1, 2, …, n）のデータ，平均値 
yi, y ：既知の xi（i=1, 2, …, n）のデータ，平均値 
 

























ここで，f(t') ：t 分布 
t' ：t'=0, 1, …, ∞ 
  
T H (γ /E )
1/2 H/D θ I g h /D B μ
H 0.96 -
(γ /E )
1/2 0.45 0.31 -
H/D 0.36 0.43 -0.45 -
θ 0.14 0.15 0.32 -0.19 -
I g 0.70 0.71 0.64 -0.15 0.49 -
h /D B -0.39 -0.35 -0.40 0.19 0.12 -0.37 -
μ -0.56 -0.54 -0.47 -0.16 -0.21 -0.37 0.15 -
(λ /λ 0)
2 0.59 0.56 0.49 0.18 0.18 0.39 -0.17 -0.99
   |R |が0.7以上，かつ，5%水準で有意である場合。




















る固有周期の変化度合い（ λ λ0⁄ 2）は躯体の質量に対する頂部の付加質量の比（μ）の関数
であるため，両者の相関は強い。一次固有周期と両者の相関係数は若干であるが付加質量の













a1, a2, b1, b2 ：表 4-6 に示す係数 
 
表 4-6 式(4.9)および式(4.10)における係数 
 煉瓦造灯台 石造灯台 RC 造灯台 
a1 0.1928 0.1310 0.1370 
a2 2.4417 3.4572 1.6684 
b1 0.2691 0.2334 0.1338 
















ここで，c1, c2, c1, c2 ：表 4-7 に示す係数 
 
表 4-7 式(4.11)における係数 
 煉瓦造灯台 石造灯台 RC 造灯台 
c1（×10-5） 6.4742 1.3288 1.2317 
c2（×10-3） 3.2144 1.3961 0.6031 
c3（×10-2） 5.9308 5.4994 1.1072 
c4 0.4797 0.9625 0.0903 











































種別ごとに表 4-8 に示す。 
 




















煉瓦造灯台 0.97 0.98 -
石造灯台 0.90 0.87 -
RC造灯台 0.74 0.69 -
煉瓦造灯台 0.95 0.99 0.99 -
石造灯台 0.10 0.18 -0.17 -
RC造灯台 -0.29 -0.26 -0.08 -
煉瓦造灯台 -0.21 -0.11 0.04 0.02 -
石造灯台 -0.39 -0.49 -0.01 -0.67 -
RC造灯台 -0.35 -0.32 -0.04 0.44 -
煉瓦造灯台 -0.50 -0.65 -0.60 -0.70 -0.24 -
石造灯台 -0.71 -0.65 -0.93 0.21 -0.30 -
RC造灯台 -0.39 -0.43 -0.36 -0.16 -0.04 -
煉瓦造灯台 0.50 0.64 0.60 0.70 0.24 -1.00
石造灯台 0.72 0.66 0.92 -0.20 0.30 -1.00














図 4-15 アスペクト比と躯体高さとの関係 
 
c) 躯体高さ（H）と勾配（θ） 




















































固有周期の変化度合い（ λ λ0⁄ 2）は小さくなるため，一次固有周期（T）は長くなる傾向に
ある。なお，一次固有周期（T）との相関係数は躯体高さ（H）が最も大きいことから，躯体
高さ（H）を説明変数として採用する。 
一方，煉瓦造および RC 造灯台では，4 者の間に有意な相関が見られなかった。表 4-3 よ
り，煉瓦造灯台は，頂部の付加質量の大きいときには躯体質量も大きいため μはほとんど変
化しないことが分かる。RC 造灯台は，特に躯体高さが 10m 以下の範囲で非常にばらついて
いる。躯体高さ 10m 以下の RC 造灯台は，頂部に径の小さい灯器が採用されている場合が
多い。径の小さい灯器は軽量であり，上端外径を小さくすることができるものの，灯器のメ
ンテナンス用の踊り場が必要となるため，付加質量は大きくばらつく。このため，煉瓦造お
よび RC 造灯台における 4 者の間には，有意な相関が見られなかったと考えられる。 
 
 
(a) μと H                (b) μと H/D 




表 4-8 より，4.2.1 項で挙げた構造諸元のうち基礎径（DB）に対する埋込み深さ（h）の比
（h/DB）のみ，一次固有周期（T）との有意な相関係数が得られなかった。これは，表 4-3 に
示すほとんどの灯台の地盤が，岩盤あるいは N 値の大きい良好な地盤であったためと考え


































































となることはないため，切片は 0 以上の値とした。 
回帰分析結果を表 4-9 に示し，一次固有周期の実測値と回帰推定式(4.12)および回帰推定





0.019∙H+0.007    (煉瓦造灯台)
0.014∙H+0.015    (石造灯台)    





表 4-9 回帰推定式(4.12)の分析結果 
 
式(4.12) 
煉瓦造灯台 石造灯台 RC 造灯台 


















標準誤差 0.031 0.030 0.016 
誤差分散 0.001 0.001 0.000 

























ここで，Ti(95) ：yîの 95%予測区間の境界値 
yî ：式(4.12)による H=xîのときの一次固有周期 
si ：xîの標準誤差 






(a) 煉瓦造灯台         (b) 石造灯台          (c) RC 造灯台 
図 4-17 一次固有周期の実測値と回帰推定式(4.12)による推定値との関係 
 
なお，宇品灯台（RC 造）の一次固有周期の実測値は，回帰分析の標本から棄却している。































































































(a) 式(4.1)                (b) 式(4.2)               (c) 式(4.12) 
図 4-18 一次固有周期の実測値と推定値との関係 
 
 
(a) 式(4.1)                (b) 式(4.2)               (c) 式(4.12) 






























































































































































1) 既存灯台の一次固有周期について，第 2 期（1997 年～2016 年）の基準における設計用一
次固有周期推定式(4.1)による推定値は，構造種別によらず実測値よりも長く評価される
傾向にある。なお，実測値と推定値の残差平方和は，0.156 である。 















0.019∙H+0.007    (煉瓦造灯台)
0.014∙H+0.015    (石造灯台)    



























(a) 夜間の外観                          (b) 昼間の外観 





















(a) 赤褐色の析出物を伴うひび割れ     (b) はつり箇所における豆板状況 
  
(c) はつり状況        (d) はつり箇所における鉄筋の状況 
図 5-3 GL+11.70m の高さに生じたひび割れの状況（2013 年度の修繕工事時） 




を Y 軸（東を正），上下方向を Z 軸（上を正）としている。 
 
5.2.1 常時微動測定概要 
長期観測実施に当たり，鹿嶋灯台の基本振動特性を明らかにするため，2014 年 12 月 15
日 14 時 50 分から地盤と灯塔の常時微動測定を実施した。地盤の常時微動特性には小型換
振器を用いた。小型換振器の設置位置は，鹿嶋灯台から南に 24.51m の位置とした（図 5-4）。
サンプリング周波数は 100Hz とし，1 時間測定した。 
灯塔の常時微動測定には，加速度計とアナログ入力モジュールを用いた。加速度計設置位
置を図 5-5 に示す。なお，S11 は水平 1 成分と上下 1 成分，その他は水平 2 成分と上下 1 成










図 5-4 鹿嶋灯台の地盤の常時微動測定における小型換振器の設置状況 
 
 






各種センサの設置位置を図 5-6 に，設置状況を図 5-7 に示す。 
静的特性を観測するため，変位計（標点間距離 100mm）による GL+19.20m（No.1），11.70m
（No.2），4.20m（No.3）の高さに生じた屋内側ひび割れ幅の測定，傾斜計による灯台全体の
傾斜角の測定（灯室で 2 方向），T 熱電対による GL+11.70m（No.1），4.20m（No.4）の高さ
の屋内温度，および GL+11.70m の高さの北側（No.2），南側（No.3）の屋内側壁内温度の測
定を行っている（図 5-6）。壁内への熱電対の挿入深さは，屋内側から約 10mm である。サン
プリング間隔は 10 分とした。ひび割れ幅と傾斜角は，2015 年 3 月 19 日 11 時の値を基準値
0 として設定した。変位計は，ひび割れ幅が開く方向を正とした。傾斜角は，南北方向を X
軸（南を正），東西方向を Y 軸（東を正）とした。 
動的特性を観測するため，加速度計 No.1 と No.6 は水平 2 成分と上下 1 成分，No.2 は X
方向 1 成分，No.3 と No.4 は水平 2 成分，No.5 は Y 方向 1 成分の測定を行っている（図 5-
6）。サンプリング周波数は 200Hz とした。 











(a) 加速度計                         (b) 傾斜計 
  
(c) 開口変位計                 (d) T 熱電対（壁内温度） 
  
(e) T 熱電対（室内温度）                (f) 記録装置 



















のフーリエスペクトルを図 5-9 に示す。フーリエスペクトルは，H/V スペクトルと同様の条
件で算出した。ただし，計測波形は 32,768 点ずつに分割した。 
図 5-9 より推定された地盤の影響を含む固有振動数を表 5-1 に示す。 
 
 
(a) X 方向                 (b) Y 方向                 (c) Z 方向 
図 5-9 鹿嶋灯台の各点のフーリエスペクトル 
 




一次 二次 三次 
X 方向 2.62 11.72 29.42  
Y 方向 2.61 12.47 29.42  
Z 方向 16.67 24.90 ― 一次：剛体振動モード 
二次：一様伸縮振動モード 

































































































また，灯塔のねじれ振動を明らかにするため，加速度計 S1 と S2（灯室），S9 と S10（1FL）





図 5-10 鹿嶋灯台のねじれ方向のフーリエスペクトル 
 
灯塔の Z 方向の伸縮振動を明らかにするため，加速度計 S10（1FL）に対する S2（灯室）




















































次に，RD 法 4)，ハーフパワー法 5)を用いて灯室（S2）における一次減衰定数を評価する。
RD 法では，得られたランダムな応答波形の極大値が初期値となるように波形を 10 秒間の
小サンプルに分割し，これを 1 ピークずつずらしながら重ね合わせる。そうすることによっ
て，ランダム成分が消えて自由振動成分のみが残り，その自由振動波形（以下，RD 波形と
いう）の 2 周目から約 10 秒間の極大値を結ぶ包絡線を指数関数 exp(-h1ω0t)で最小二乗近似
して減衰定数 h1 を推定する。ここで，ω0 は一次の固有角振動数(rad/sec)，t は経過時間(sec)
である。一次減衰定数を推定するため，応答波形に対して X 方向は 2.62Hz，Y 方向は 2.61Hz
を中心振動数としたバンド幅 1.0Hz のフィルター処理を行った後，小サンプルを 9000 個以
上重ね合わせて得られた RD 波形を図 5-12 に示す。これより，一次減衰定数は，X 方向で
0.89%，Y 方向で 0.94%と推定される。 
 
 
(a) X 方向                              (b) Y 方向 
図 5-12 鹿嶋灯台の RD 波形（S2） 
 
ハーフパワー法では，灯室（S2）のパワースペクトルにより推定された一次固有振動数 f0
とその両側に f0の振幅の 1/2 となる振動数 f1，f2を用いて式(5.1)により一次減衰定数 h1を推
定する。なお，本法によって推定される減衰定数は，窓関数の使用やスペクトルの平滑化の
程度に依存するため，両者は行わないものとした。本法により推定された一次減衰定数は，








f1 ：f0の左側において f0の振幅の 1/2 となる振動数（Hz） 







































観測期間中（2015 年 3 月 18 日～2018 年 5 月 17 日）には，防災科学技術研究所地震観測
網 K-NET：IBR018（灯台より約 4km 南西に位置する）で計測震度 0.5（気象庁震度階 1）以
上の地震が 170 回観測されており，最大計測震度は 3.8（気象庁震度階 4）である。 
 
5.4.1 観測地震動の概要 
計測震度 3.0（気象庁震度階 3）以上が観測された地震は，表 5-2 に示す 11 波であった。
入力された地震波の特性を明らかにするため，各地震時に加速度計 No.6（1FL）で観測され
た地震波の加速度応答スペクトルを図 5-13 に示す。このとき，減衰定数は 5.3.2 項から 1%
と仮定した。 









加速度計 No.6 の 
最大応答加速度(gal) 











X 方向 Y 方向 Z 方向 X 方向 Y 方向 Z 方向 
10 2015/ 5/25 14:28:29 3.4 90 56 M5.5 98.2 85.8 41.9 262.1 199.8 41.7 
13 2015/ 5/30 20:26:52 3.0 900 682 M8.1 12.1 11.4 5.6 60.0 57.6 7.0 
42 2015/11/22 08:20:38 3.0 50 52 M4.8 22.0 32.9 16.3 68.4 98.4 19.3 
58 2016/ 5/16 21:23:15 3.5 67 42 M5.5 99.1 118.6 43.4 368.3 365.7 99.4 
93 2016/10/20 11:50:01 3.8 16 37 M5.3 82.0 45.0 17.6 360.1 144.7 56.4 
97 2016/11/21 06:59:32 3.0 32 17 M5.0 23.4 23.6 10.1 92.6 143.2 21.7 
98 2016/11/22 06:00:22 3.6 176 25 M7.4 29.7 27.1 10.7 135.4 136.4 14.6 
105 2016/12/28 21:39:07 3.1 83 11 M6.3 16.1 13.2 8.1 80.7 60.1 14.7 
118 2017/ 2/19 18:19:07 3.2 28 52 M5.4 33.8 37.2 8.9 127.7 177.9 16.6 
138 2017/ 8/ 2 02:02:24 3.4 92 9 M5.5 28.6 25.9 8.6 132.4 136.8 13.7 






(a) 地震 No.10            (b) 地震 No.13            (c) 地震 No.42 
 
(d) 地震 No.58            (e) 地震 No.93            (f) 地震 No.97 
 
(g) 地震 No.98            (h) 地震 No.105           (i) 地震 No.118 
 
(j) 地震 No.138           (k) 地震 No.167 

































































































































































































































































の加速度との関係をそれぞれ図 5-14，図 5-15 に示す。 
一次固有振動数は，灯室（加速度計 No.1）のフーリエスペクトルから推定した。一次減
衰定数は，地震発生直前の常時微動時においては RD 法 4)，地震時においては 1FL（加速度
計 No.6）に対する灯室（加速度計 No.1）の伝達関数を 1 自由度系の伝達関数（式(5.2)）で
カーブフィットしたもの（以下，カーブフィット法という）5),6)から推定した。なお，周波数
解析における解析範囲は，地震の継続時間に合わせて変動させた。カーブフィット法では，
観測結果による伝達関数のばらつきが大きいため，0.05Hz の Parzen 窓により平滑化した。





2∙ ω ω0⁄ 2
1- ω ω0⁄ 2 2+4∙h1

















(a) X 方向               (b) Y 方向 
図 5-14 地震時における一次固有振動数と灯室（加速度計 No.1）の加速度との関係 
 
 
(a) X 方向               (b) Y 方向 
図 5-15 地震時における一次減衰定数と灯室（加速度計 No.1）の加速度との関係 
 
5.5 まとめ 




























































































第 6 章 長期観測に基づく既存灯台の静的・動的特性に関する検討 













観測対象は，第 5 章で対象とした鹿嶋灯台（1971 年竣工，RC 造）であり，詳細は 5.1 節
に記載している。 
長期観測のための各種センサの設置位置を図 6-1 に，設置状況を図 6-2 に示す。 
静的特性を観測するため，変位計（標点間距離 100mm）による GL+19.20m（No.1），11.70m
（No.2），4.20m（No.3）の高さに生じた屋内側ひび割れ幅の測定，傾斜計による灯台全体の
傾斜角の測定（灯室で 2 方向），T 熱電対による GL+11.70m（No.1），4.20m（No.4）の高さ
の屋内温度，および GL+11.70m の高さの北側（No.2），南側（No.3）の屋内側壁内温度の測
定を行っている（図 6-1）。壁内への熱電対の挿入深さは，屋内側から約 10mm である。サン
プリング間隔は 10 分とした。ひび割れ幅と傾斜角は，2015 年 3 月 19 日 11 時の値を基準値
0 として設定した。変位計は，ひび割れ幅が開く方向を正とした。傾斜角は，南北方向を X
軸（南を正），東西方向を Y 軸（東を正）とした。 
動的特性を観測するため，加速度計 No.1 と No.6 は水平 2 成分と上下 1 成分，No.2 は X
方向 1 成分，No.3 と No.4 は水平 2 成分，No.5 は Y 方向 1 成分の測定を行っている（図 6-
1）。サンプリング周波数は 200Hz とした。 












(a) 加速度計                         (b) 傾斜計 
  
(c) 開口変位計                 (d) T 熱電対（壁内温度） 
  
(e) T 熱電対（室内温度）                (f) 記録装置 






による温度は 10 分毎のデータを，気温は気象庁の観測地点：鹿嶋（灯台より約 4km 南西に
位置する）で観測された 1 時間毎のデータをプロットしている。一次固有振動数は，灯室に
設置した加速度計 No.1 で測定された 1 時間毎の加速度データに 8,192 点ずつオーバーラッ
プさせながら 16,384 点に分割したデータをアンサンブル平均して求めたパワースペクトル
から自動抽出したピークをプロットしている。このとき，5.3.2 項に示した鹿嶋灯台の常時
微動測定結果から，加速度データに 6 次の Butterworth 窓バンドパスフィルター（バンド幅：
1.8Hz～3.4Hz）をかけて一次固有振動数付近の周波数成分を抽出している。なお，スペクト
ルの平滑化は行わなかった。加速度 RMS（二乗平方根：Root Mean Square）値は，加速度計
No.1 で測定された 1 時間毎の加速度データに 6 次の Butterworth 窓バンドパスフィルター
（バンド幅：0.5Hz～40.0Hz）をかけて長周期成分および交流周波数成分を除去して加速度
RMS 値をプロットしている。さらに，一次固有振動数および加速度 RMS 値について，地震
時および強風時の影響を除去するため，1FL に設置した加速度計 No.6 で測定された加速度
RMS 値が式(6.1)により算出される基準値 as'よりも大きい場合のデータを削除している。 
 
as'=aμ'+aσ' (6.1) 
ここで，as' ：観測データを削除するための加速度 RMS 値の基準値（gal） 
aμ' ：観測期間全体における加速度 RMS 値の平均値（gal） 








ai ：i 時における加速度 RMS 値（gal） 
 
なお，観測期間中（2015 年 3 月 18 日～2018 年 5 月 17 日）には，防災科学技術研究所地
震観測網 K-NET：IBR018（灯台より約 4km 南西に位置する）で計測震度 0.5（気象庁震度
階 1）以上の地震が 170 回観測されており， 大計測震度は 3.8（気象庁震度階 4）である。
計測震度 3.0（気象庁震度階 3）以上が観測された地震のタイミングを図 6-3 中に▲で示す。 
ここで，夏期および冬期の快晴・曇天な 1 日の変動をそれぞれ図 6-4～図 6-8，図 6-9～図 6-
13 に示す。快晴な 1 日とは，気象庁の観測点：鹿嶋で観測された 1 時間当たりの日照時間
が，可照時間中ほぼ 1.0 である 1 日とした。反対に，曇天な 1 日とは，日照時間がほぼ 0.0，










(d) 加速度 RMS 値 
 
(e) 一次固有振動数 




(a) 快晴な 1日（2015 年 8 月 7日） (b) 曇天な 1日（2015 年 8 月 23 日） 
図 6-4 夏期の 1日における温度の変動 
 
(a) 快晴な 1日（2015 年 8 月 7日） (b) 曇天な 1日（2015 年 8 月 23 日） 
図 6-5 夏期の 1日におけるひび割れ幅の変動 
 
(a) 快晴な 1日（2015 年 8 月 7日） (b) 曇天な 1日（2015 年 8 月 23 日） 
図 6-6 夏期の 1日における傾斜角の変動 
 
(a) 快晴な 1日（2015 年 8 月 7日） (b) 曇天な 1日（2015 年 8 月 23 日） 
図 6-7 夏期の 1日における加速度 RMS 値の変動 
 
(a) 快晴な 1日（2015 年 8 月 7日） (b) 曇天な 1日（2015 年 8 月 23 日） 
























































































































































































































































(a) 快晴な 1日（2016 年 1 月 9日） (b) 曇天な 1日（2016 年 1 月 23 日） 
図 6-9 冬期の 1日における温度の変動 
 
(a) 快晴な 1日（2016 年 1 月 9日） (b) 曇天な 1日（2016 年 1 月 23 日） 
図 6-10 冬期の 1日におけるひび割れ幅の変動 
 
(a) 快晴な 1日（2016 年 1 月 9日） (b) 曇天な 1日（2016 年 1 月 23 日） 
図 6-11 冬期の 1日における傾斜角の変動 
 
(a) 快晴な 1日（2016 年 1 月 9日） (b) 曇天な 1日（2016 年 1 月 23 日） 
図 6-12 冬期の 1日における加速度 RMS 値の変動 
 
(a) 快晴な 1日（2016 年 1 月 9日） (b) 曇天な 1日（2016 年 1 月 23 日） 





























































































































































































































































熱電対による測定された各温度と気象庁気温は，図 6-3(a)および図 6-4，図 6-9 より，日
変動を含みながら夏期に高く，冬期に低くなる。灯台内屋内温度（熱電対 No.1，No.4）と壁
内温度（熱電対 No.2，No.3）の日変動は，気象庁気温の日変動幅に比べて緩慢である。 
熱電対 No.4（高さ GL+1.70m の屋内温度）の温度は，熱電対 No.1（高さ GL+11.70m の屋内









ひび割れ幅は，図 6-3(b)および図 6-5，図 6-10 より，測定しているひび割れ毎に異なる挙
動を示した。変位計 No.1（高さ GL+19.20m）および No.2（高さ GL+11.70m）で測定したひ
び割れ幅は，日変動を含みながら夏期に閉じ，冬期に開くが，変位計 No.3（高さ GL+4.20m）
で測定したひび割れ幅は，日変動を含みながら夏期に開き，冬期に閉じる傾向にある。また，









(a) 変位計 No.1          (b) 変位計 No.2          (c) 変位計 No.3 





傾斜角は，図 6-3(c)および図 6-6，図 6-11 より，日変動を含みながら夏期に南・東側へ，
冬期に北・西側に傾くことが分かった。傾斜角の変動幅は，東西軸（Y 軸）よりも南北軸（X




また，2015 年 3 月 19 日から 2018 年 3 月 18 日における傾斜角と経過時間との関係を図 6-







(a) X 方向（南北軸）                  (b) Y 方向（東西軸） 
図 6-15 2015 年 3 月 19 日から 2018 年 3 月 18 日までの傾斜角と経過時間との関係 
 
 





4) 加速度 RMS 値 




各方向一次固有振動数は，図 6-3(e)および図 6-8，図 6-13 より，日変動を含みながら夏期
に低く，冬期に高くなることがわかった。一次固有振動数が夏期に低く，冬期に高くなる傾
向は，五稜郭タワー（RC 造）でも確認されている 1)。また，1 日の変動幅は曇天な 1 日に
比べて快晴な 1 日が大きく，快晴な 1 日における一次固有振動数は日中に低くなる。 
しかし，一次固有振動数が変動する要因には，計測機器（A/D）のサンプリング速度の経
時変化による可能性も挙げられるため，この影響の大きさを検討する。夏期および冬期の快
晴な 1 日における一次固有振動数と交流周波数 50Hz の変動をそれぞれ図 6-17，図 6-18 に
示す。ここで，各測定日における両者の変動係数を式(6.2)により求めると，交流周波数 50Hz
の変動係数は，X，Y 方向ともに夏期で 0.033%，冬期で 0.028%であった。一方，一次固有
振動数の変動係数は，夏期の X 方向で 0.82%，Y 方向で 0.82%，冬期の X 方向で 0.55%，Y





(a) 夏期（2015 年 8 月 7日）    (b) 冬期（2016 年 1 月 9日） 
図 6-17 快晴な 1日における一次固有振動数の変動 
 
 
(a) 夏期（2015 年 8 月 7日）    (b) 冬期（2016 年 1 月 9日） 
















































































































fi ：i 時における一次固有振動数，交流周波数（Hz） 
 
また，2015 年 3 月 19 日から 2018 年 3 月 18 日における一次固有振動数と経過時間との関

















(a) X 方向                              (b) Y 方向 









1 日の平均ひび割れ幅と熱電対 No.3（高さ GL+11.70m の南側の屋内側壁内温度）の温度
との関係を図 6-20 に示す。図中の実線は，両者の関係の回帰式である。 
 
 
(a) 変位計 No.1           (b) 変位計 No.2            (c) 変位計 No.3 
図 6-20 1 日の平均ひび割れ幅と 
熱電対 No.3（高さ GL+11.70m の南側の屋外側壁内温度）の平均温度との関係 
 
図 6-20 より，変位計 No.1（高さ GL+19.20m）および変位計 No.2（高さ GL+11.70m）で測
定したひび割れ幅は，温度が高くなると閉じることが分かった。また，回帰式の傾きの絶対
値は，変位計 No.1（高さ GL+19.20m）＞変位計 No.2（高さ GL+11.70m）＞変位計 No.3（高
さ GL+4.20m）の順に大きい。これは，自重および壁内部と外壁面の温度差により，内壁側
のコンクリートが拘束されたためであると考えられる。変位計 No.3（高さ GL+4.20m）で測
定したひび割れ幅と熱電対 No.3（高さ GL+11.70m の南側の屋内側壁内温度）の温度との相
関係数は 0.15 であり，関連はほとんど見られない。変位計 No.2（高さ GL+11.70m）の点線






1 日の平均傾斜角と熱電対 No.1（高さ GL+11.70m の屋内温度）との関係を図 6-21 に示
す。図中の実線は，両者の回帰式である。なお，傾斜角は，南北方向を X 軸（南を正），東
西方向を Y 軸（東を正）としている。 
 
 
(a) X 方向                (b) Y 方向 
図 6-21 1 日の平均傾斜角と 
熱電対 No.1（高さ GL+11.70m の屋内温度）の平均温度との関係 
 
図 6-21 より，傾斜角は，温度が高くなると南・東側へ傾く傾向にあることが分かった。
ここで，X 方向傾斜角と南北壁面内の平均温度差（熱電対 No.3 の温度から熱電対 No.2 の温
度を差し引いた値）との関係を図 6-22 に示す。 
 
 
図 6-22 1 日の X方向の平均傾斜角と南北壁面内の平均温度差との関係 
 
図 6-4，図 6-9 および図 6-22 より，熱電対 No.1（高さ GL+11.70m の屋内温度）の温度が








本項では，日変動による影響を考慮して，1 日（0～翌 0 時）の各測定値の平均を 1 日の
代表値として扱い，一次固有振動数と温度との関係を検討する。 




(a) X 方向                       (b) Y 方向 
図 6-23 1 日の平均一次固有振動数と 
熱電対 No.1（高さ GL+11.70m の屋内温度）の平均温度との関係 
 
図 6-23 より，一次固有振動数は，温度が高くなると低くなる傾向にあることが分かった。 
 
6.1.5 一次固有振動数と加速度の大きさとの関係 




加速度計 No.1（灯室）における加速度の大きさとの関係を図 6-24 に示す。加速度の大きさ








(a) X 方向                                (b) Y 方向 
図 6-24 平常時と地震時の一次固有振動数と 
加速度 No.1（灯室）における加速度の大きさとの関係 
 














（高さ GL+19.20m） - 0.63 
変位計 No.2 
（高さ GL+11.70m） - 0.75 
変位計 No.3 
（高さ GL+4.20m） + 0.19 
傾斜角 
X 方向 
（正：南側） + 0.85 
Y 方向 
（正：東側） + 0.86 
一次固有振動数 
X 方向 - 0.31 











































X，Y 方向における 1 日の平均傾斜角と平均ひび割れ幅との関係をそれぞれ図 6-25，図 6-
26 に示す。ただし，測定開始から 2015 年 6 月までの約 3 ヶ月間にのみ見られた挙動（図 6-
20(b)の点線部分）の影響を除去するため，図 6-25，図 6-26 は 2015 年 7 月 1 日から 2018 年
5 月 17 日までの期間における 1 日の平均傾斜角と平均ひび割れ幅との関係である。表 6-1，
図 6-25，図 6-26 より，X，Y 方向の平均傾斜角は，温度が高く，ひび割れ幅が閉じるほど
南，東側（正の方向）へ傾く傾向にあることが分かった。変位計 No.1（高さ GL+19.20m）




(a) 変位計 No.1        (b) 変位計 No.2         (c) 変位計 No.3 
図 6-25 X 方向における 1日の平均傾斜角と平均ひび割れ幅との関係 
 
 
(a) 変位計 No.1        (b) 変位計 No.2         (c) 変位計 No.3 



































































































































X，Y 方向における 1 日の平均一次固有振動数と平均ひび割れ幅との関係をそれぞれ図 6-
27，図 6-28 に示す。測定開始から 2015 年 6 月までの約 3 ヶ月間にのみ見られた挙動（図 6-
20(b)の点線部分）の影響を除去するため，図 6-27，図 6-28 は 2015 年 7 月 1 日から 2018 年





(a) 変位計 No.1        (b) 変位計 No.2        (c) 変位計 No.3 
図 6-27 1 日の X方向の平均一次固有振動数と平均ひび割れ幅との関係 
 
 
(a) 変位計 No.1        (b) 変位計 No.2        (c) 変位計 No.3 



































































































































(a) X 方向                        (b) Y 方向 







び曲げ，C 造および RC 造灯台では曲げに対する補強が必要とされることが多い 15)~29)。ま
た，転倒する恐れがある場合には，基礎拡幅による補強が多く採用されている。 
既存灯台の上部構造に対する補強工法は，既存躯体の周囲を補強部材で巻き立てる工法


















































表 6-2 既存灯台の上部構造に採用されている補強工法（補強部材で巻き立てる工法） 
 RC 巻き立てによる補強 繊維シート巻き立てによる補強 鋼板巻き立てによる補強 
イメージ 































































表 6-3 既存灯台の上部構造に採用されている補強工法（その他の工法） 













































めた。各測定日における X，Y 方向の一次固有振動数の変動係数と標準偏差をそれぞれ図 6-






(a) 変動係数                            (b) 標準偏差 
図 6-30 X 方向一次固有振動数の変動係数と標準偏差 
 
 
(a) 変動係数                            (b) 標準偏差 

































































表 6-4 既報の一次固有振動数の変動係数 
 建物名称 構造概要※1 竣工年 観測期間 変動係数 
1 某建物 11) 
S 造，SRC 造 
地上 21 階， 
地下 4 階 




地上 23 階， 
地下 3 階 
1998 年 竣工から約 5 年間 0.3% 
3 九州大学医学部付属
病院 12) 
SRC 造，S 造 
地上 11 階， 
地下 1 階 
測定時は
建設中 1 日間 0.9% 
4 明治大学生田キャン
パス理学部棟 A 館 7) 
S 造 






地上 11 階， 
地下 2 階 
2004 年 竣工から 100 ヶ月間 0.2% 
6 ごみ焼却場 A 煙突 13) RC 造 
軒高 98.5m 2010 年 2011 年 3 月 1.0%以下 
7 東北大学工学系総合
研究棟 14) 
CFT 造，RC 造 
地上 14 階， 
地下 1 階 
記載なし 2007 年 12 月 29 日か
ら 130 日間 0.7～1.3%
※2 







































a) 犬吠埼灯台 30),31) 
犬吠埼灯台は，1874 年に建設された煉瓦造の灯台である。躯体は，外殻，内殻ともに煉
瓦造の二重殻構造であり，下端における外殻の直径 7.00m かつ壁厚 0.60m，内殻の直径 4.00m
かつ壁厚 0.45m である。躯体高さは 23.77m である。1987 年に耐震性確保のため，PC 鋼棒
によるプレストレス導入と RC 巻き立てによる補強工事が行われた。また，基礎は RC 造で
拡幅され，付属舎は RC 造で復元された。なお，灯塔と付属舎は，EXP.J で構造的に分離さ
れている。補強工事前後の犬吠埼灯台の外観を図 6-32 に示す。 
 
  
(a) 補強工事前 32)                   (b) 補強工事後 





b) 出雲日御碕灯台 29),30),33) 
出雲日御碕灯台は，1903 年に建設された石造の灯台である。躯体は，外殻石造，内殻煉
瓦造の二重殻構造であり，下端における外殻の直径 8.12m，壁厚 0.61m，内殻の直径 5.28m，
壁厚 0.91m である。躯体高さは，35.68m である。1993 年に耐震性確保のため，目地材の取
替えによる補強工事が行われた。補強工事前後の御前埼灯台の外観を図 6-33 に示す。 
 
  
(a) 補強工事前                    (b) 補強工事後 





c) 御前埼灯台 25),30) 
御前埼灯台は，1874 年に建設された煉瓦造の灯台である。躯体高さは 14.21m，下端外径
は 5.49m，下端壁厚は 1.29m である。1982 年に耐震性確保のため，PC 鋼棒を用いたプレス
トレス導入による補強工事が行われた。補強工事前後の御前埼灯台の外観を図 6-34 に示す。 
 
  
(a) 補強工事前                        (b) 補強工事後 





d) 大王埼灯台 30) 
大王埼灯台は，1927 年に建設された RC 造の灯台である。躯体高さは 17.15m，下端外径
3.88m，下端壁厚は 0.59m である。2004 年に耐震性確保のため，炭素繊維シート巻き立てに
よる補強工事が行われた。また基礎は RC 造で拡幅された。補強工事前後の御前埼灯台の外
観を図 6-35 に示す。 
 
  
(a) 補強工事前 36)                      (b) 補強工事後 
















表 6-5 各灯台における振動実験の実施年月 25),30)～33) 
 犬吠埼灯台 出雲日御碕灯台 御前埼灯台 大王埼灯台 
補強工事前 1982 年 8 月 1982 年 12 月 1981 年 6 月 1982 年－月 























































補強工事前 2.38 ±0.02 
68.9 285.1 
補強工事後 4.10 ±0.04 
出雲日御碕灯台 
補強工事前 1.92 ±0.02 
27.6 162.9 
補強工事後 2.50 ±0.03 
御前埼灯台 
補強工事前 3.60 ±0.04 
18.4 140.3 
補強工事後 4.35 ±0.04 
大王埼灯台 
補強工事前 4.55 ±0.05 
23.0 151.3 
















補強工事前 2.48 ±0.02 
60.1 256.2 
補強工事後 4.05 ±0.04 
出雲日御碕灯台 
補強工事前 1.88 ±0.02 
30.3 169.9 
補強工事後 2.50 ±0.03 
御前埼灯台 
補強工事前 3.80 ±0.04 
16.1 134.7 
補強工事後 4.50 ±0.05 
大王埼灯台 
補強工事前 4.58 ±0.05 
2.5 105.1 
補強工事後 4.79 ±0.05 


























下部と付属舎が EXP.J で分離されている。躯体高さ 17.00m，下端外径 2.70m，下端壁厚は















されている。勝浦灯台の外観を図 6-37(c)に，概要を図 6-38(c)に示す。 
 
  
(a) 宇品灯台            (b) 清水灯台 
 
(c) 勝浦灯台 




(a) 宇品灯台             (b) 清水灯台        (c) 勝浦灯台 
図 6-38 各灯台の概要と加速度計の設置位置 
 
2) 実験方法 
振動実験方法には，常時微動測定を採用した。加速度計は，3.2.1 項で使用した 3 軸加速
度計（K1，K2，…）および 1 軸加速度計（S1，S2，…）を用いた。全ての加速度計は，開










清水灯台における加速度計の設置位置を図 6-38(b)に示す。1 軸加速度計は，S1～S10 にお






勝浦灯台における加速度計の設置位置を図 6-38(c)に示す。1 軸加速度計は，S1～S10 にお







39～図 6-41 に示し，推定された地盤－建物連成系の固有振動数を表 6-7 にまとめる。なお，
ハニング窓によるデータ補正を行い，スペクトルの平滑化にはバンド幅 0.5Hz の Parzen ウ
ィンドウを用いた。解析対象としたデータはそれぞれ 1 時間分（720,000 点）とし，50%ず
つオーバーラップさせた。 
















表 6-7 常時微動測定により推定された各灯台の固有振動数 
 
固有振動数(Hz) 
X 方向 Y 方向 
一次 二次 三次 一次 二次 三次 
宇品灯台 
地盤-建物連成系 3.22 22.17 51.27 3.22 23.29 54.44 
スウェイ固定系 3.27 22.17 51.32 3.37 23.24 54.44 
清水灯台 
地盤-建物連成系 6.45 23.97 57.52 6.10 33.84 57.03 
スウェイ固定系 7.32 28.17 57.47 7.42 33.84 57.03 
勝浦灯台 
地盤-建物連成系 3.13 23.39 37.50※ 3.61 28.32 37.55※ 






(a) X 方向                 (b) Y 方向                (c) Z 方向 
図 6-39 宇品灯台におけるフーリエスペクトル 
 
 
(a) X 方向                 (b) Y 方向                (c) Z 方向 
図 6-40 清水灯台におけるフーリエスペクトル 
 
 
(a) X 方向                 (b) Y 方向                (c) Z 方向 





(a) X 方向                (b) Y 方向                (c) Z 方向 
図 6-42 宇品灯台における 1FL（K7）に対する各点の伝達関数 
 
 
(a) X 方向                (b) Y 方向                (c) Z 方向 
図 6-43 清水灯台における 1FL（K1）に対する各点の伝達関数 
 
 
(a) X 方向                (b) Y 方向                (c) Z 方向 





















類すると以下の 3 通りに分けることができる。 
・鋼板接着工法施工高さ以下（図 6-38(b)の K1，K3） 
・鋼板接着工法施工高さ付近（図 6-38(b)の K4） 


















1FL に対する各点の加速度応答倍率（図 6-42～図 6-44）と位相情報を利用して，一次から
三次振動モードを描く。なお，高さについて灯室の高さを 1 として，加速度応答倍率につい
て各次振動モードにおける 大値を 1 として無次元化した。得られた Y 方向の各次振動モ
ードを図 6-45 に示す。X 方向の振動モード図は，応答の大きさが Y 方向と異なるものの，
モード形状の傾向が Y 方向と概ね同様であるため省略する。 
 
 
(a) 一次振動モード   (b) 二次振動モード    (c) 三次振動モード 

















































既存灯台の I) 一次固有周期推定式の高精度化 
II) 地震時挙動の解明 
III) 静的・動的特性の変動の解明 





第 2 章「既存灯台の地震被害」では，地震被害を受けた既存灯台 42 基の竣工年，構造種
別を整理・分析した結果，すべて第 1 期（1996 年以前）に竣工した既存灯台であること，
煉瓦造 8 基，石造 7 基，C 造 4 基，RC 造 14 基，その他 S 造など 9 基であることが分かっ
た。この結果に基づき，本研究で検討対象とする既存灯台を 1996 年以前に竣工した煉瓦造，





















第 4 章「既存灯台の一次固有周期推定式に関する検討」では，煉瓦造灯台 4 基，石造灯台













RC 造灯台 ：躯体高さ，断面二次モーメント，アスペクト比 





表 7-1 従来の設計用一次固有周期推定式と本論で提案した回帰推定式による 
既存灯台の一次固有周期の推定精度 
 従来の設計用一次固有周期推定式 本論で提案する 
回帰推定式 1997 年から 2016 年の間 2017 年以降 








0.014∙H+0.015 (石造灯台)    
0.013∙H            (RC 造灯台)  







第 5 章「強震観測に基づく既存灯台の地震時挙動に関する検討」では，鹿嶋灯台（1971 年





嶋灯台（1971 年竣工，RC 造）の静的・動的特性の約 3 年にわたる長期観測結果に基づき，
その日常的な変動の定性的・定量的傾向を明らかにすることができた。さらに，観測期間中























また，第 5 章と第 6 章で明らかとなった振動特性の振幅依存性や静的・動的特性の日常























海上保安庁は，2023 年度に建設後 50 年を超える RC 造灯台など（以下，RC 造灯台と総
称する）2,400 基の点検を 2023 年度までに完了することを目標としている 14)。2014 年度ま
でに点検が完了された RC 造灯台 218 基分の耐久性に対する健全性評価によれば，その半数
















海上保安庁は RC 造灯台における全塩化物イオン濃度の基準値として 1.2kg/m3 を規定し
ている。しかし，この値は海岸からの距離が近いか，あるいは海砂などを使用していると考



















園局（U. S. National Park Service），アメリカ沿岸警備隊（U. S. Coast Guard），アメリカ合衆
国国防総省遺産資源管理プログラム（Department of Defense Legacy Resource Management 
Program）およびアメリカ灯台協会（U. S. Lighthouse Society）により「Historic Lighthouse 











調査対象は，表 1 に示す 49 基の RC 造灯台であり，中国，四国，近畿および東海地方に
建設されている（図 1）。調査時点における経過年数は 20～92 年であり，その多くは 1950
年代から 1980 年代に建設されている。 
 
 
図 1 調査対象とした既存灯台の位置 38) 






20, 34, 33, 4, 3 





表 1 実態調査対象とした既存灯台 










高さ(m)※2 外装 内装 
1 伊良湖岬灯台 愛知県 1929 69 年 8 月 A E 1 0 
2 室津灯台 山口県 1936 77 年 9 月 A E 2 2 
3 大蛭島灯台 岡山県 1938 76 年 11 月 A E 40 22 
4 京ノ上臈島灯台 香川県 1942 72 年 10 月 B E 10 6.5 
5 紀伊日ノ御埼灯台 和歌山県 1951 63 年 7 月 B F 185 126 
6 錦灯台 三重県 1946 63 年 5 月 A F 33 34 
7 カヤトマリ鼻灯台 愛媛県 1955 58 年 7 月 C E 40 23 
8 カタビラゾワイ灯標 広島県 1961 54 年 0 月 B F 0 0 
9 阿伏兎灯台 広島県 1958 56 年 1 月 B F 69 81 
10 雑賀埼灯台 和歌山県 1960 54 年 0 月 B E 31 67 
11 下津井港一文字防波堤西灯台 岡山県 1962 51 年 4 月 B E 7 1 
12 島勝灯台 三重県 1963 53 年 4 月 B F 41 44 
13 馬ヶ鼻灯台 香川県 1963 52 年 1 月 D F 49 46 
14 梶取埼灯台 和歌山県 1963 51 年 0 月 A E 62 25 
15 伊予竹ヶ島灯台 愛媛県 1966 47 年 9 月 B E 12 25 
16 新居浜港垣生埼灯台 愛媛県 1969 43 年 10 月 B E 38 42 
17 安居島灯台 愛媛県 1970 43 年 0 月 B E 113 55 
18 伊予水越島灯台 愛媛県 1971 42 年 0 月 B E 3 8 
19 室ノ鼻灯台 愛媛県 1972 40 年 11 月 B F 32 20 
20 犬戻鼻灯台 岡山県 1973 41 年 0 月 B E 0 0 
21 蒲刈荷島灯台 広島県 1973 41 年 0 月 B E 0 2 
22 大阪南港南防波堤灯台 大阪府 1974 40 年 0 月 B F 6 2 
23 比岐島灯台 愛媛県 1975 38 年 0 月 B F 101 57 
24 引出鼻灯台 愛媛県 1975 38 年 9 月 B F 0 2 






※3 No.25 と No.36 は同一構造物であるが，施工年により分けることとした。 




表 1 実態調査対象とした既存灯台（続き） 












26 沖家室島長瀬灯標 山口県 1976 38 年 0 月 B E 0 0 
27 鶏小島灯台 愛媛県 1976 37 年 9 月 B F 14 9 
28 三玉岩灯標 香川県 1978 37 年 5 月 B F 0 0 
29 堺泉北大和川南防波堤北灯台 大阪府 1982 32 年 0 月 B F 4 3 
30 真鍋島港本浦 A 防波堤灯台 岡山県 1982 31 年 3 月 B F 2 4 
31 阪南港阪南二区南防波堤灯台 大阪府 1983 31 年 0 月 B F 3 5 
32 下瀬礁灯標 愛媛県 1962 31 年 8 月 B ― 0 0 
33 讃岐寺島灯台 香川県 1985 29 年 4 月 B ― 0 1 
34 宇野港口飛州灯台 岡山県 1985 28 年 4 月 B G 4 2 
35 坊主碆灯標 愛媛県 1987 26 年 11 月 B E 0 0 
36 衣浦港半田防波堤灯台※3 愛知県 1990 26 年 0 月 B E 2 3 
37 大崎鼻灯台 山口県 1988 25 年 9 月 B E 109 98 
38 天嶬鼻灯台 愛媛県 1988 24 年 10 月 B E 86 66 
39 下小丸子島灯台 愛媛県 1991 22 年 1 月 B E 11 12 
40 久賀港大崎鼻灯台 山口県 1994 20 年 0 月 B E 31 4 
41 神島港北防波堤灯台 三重県 1978 39 年 3 月 B F 2 3 
42 鳥羽導灯（後灯） 三重県 1932 84 年 9 月 A F 314 52 
43 市江埼灯台 和歌山県 1921 92 年 1 月 A F 230 84 
44 柏島港口灯台 高知県 1956 57 年 7 月 B ― 22 3 
45 白埼灯台 高知県 1959 55 年 2 月 B F 81 46 
46 松島灯台 兵庫県 1968 46 年 0 月 B F 50 42 
47 宇品灯台※4 広島県 1950 66 年 1 月 B F 34 25 
48 宇品灯台※4 広島県 1971 44 年 11 月 A F 34 25 






※3 No.25 と No.36 は同一構造物であるが，施工年により分けることとした。 









ィミクストコンクリートの砂消費量に関する 1983 年の実態調査 42)によれば，海砂は中国・
四国・九州・沖縄地方で細骨材の 50～55%を，近畿・北海道地方で 40%を占めていた。 





塩分規定の見直し，生コン業界での除塩対策などが行われ， 終的に 1986 年 6 月 2 日の建
設省通達「コンクリート中の塩化物総量規制について」により，海砂などに含まれる塩化物
の除去が十分に行われるようになった 42)。 

























































表 2 鉄筋の腐食状況の評価基準 43) 














































1997 年に 70mm 以上，2017 年に 60mm 以上確保されるように規定されており，調査対象と
した灯台が建設された当時は規定がなかった。 












































































































(a) 屋内側                              (b) 屋外側 
図 5 鉄筋の腐食グレードと中性化率の関係 
 
次に，屋内側および屋外側コンクリートの見かけの平均中性化速度係数を竣工（改築）年













ここで，A ：見かけの平均中性化速度係数（mm/ 年） 
























































図 6 竣工（改築）年ごとの屋内側コンクリートの見かけの平均中性化速度係数 
 
 



































































た場合，水セメント比に応じて 1.75～2.50kg/m3 の値を採る 46)。日本建築学会による限界値
は，鉄筋の腐食速度に及ぼす影響が大きいとされる 1.20kg/m3 が規定されている 44)。日本港
湾協会による限界値は，海洋環境下に 15 年間暴露されたコンクリートの円柱供試体の実験
結果 47)に基づいた値であり，かぶり厚さが 70mm 以上確保されている場合において
2.00kg/m3 とすることができる 48)。 
 
 
(a) 腐食グレード I                     (b) 腐食グレード II 
図 8 全塩化物イオン濃度の深さ方向の分布 
※    ：土木学会による 低限界値（2.50kg/m3） 
     ：土木学会による 高限界値（1.75kg/m3） 
     ：日本建築学会による限界値（1.20kg/m3） 














































































(c) 腐食グレード III                     (d) 腐食グレード IV 
図 8 全塩化物イオン濃度の深さ方向の分布（続き） 
※    ：土木学会による 低限界値（2.50kg/m3） 
     ：土木学会による 高限界値（1.75kg/m3） 
     ：日本建築学会による限界値（1.20kg/m3） 


















































































(e) 腐食グレード V 
図 8 全塩化物イオン濃度の深さ方向の分布（続き） 
※    ：土木学会による 低限界値（2.50kg/m3） 
     ：土木学会による 高限界値（1.75kg/m3） 
     ：日本建築学会による限界値（1.20kg/m3） 
     ：日本港湾協会による限界値（2.00kg/m3） 
 










































(a) 犬戻鼻灯台（No.20）                (b) 沖家室島長瀬灯標（No.26） 
図 9 鉄筋の腐食グレードが III の灯台の屋外側外壁で確認されたひび割れの状況 
 
































定した Fick の拡散方程式の適用による全塩化物イオン濃度の将来予測は難しいと判断した。 
 
 
(a) 採取コア No.1       (b) 採取コア No.2         (c) 採取コア No.3 

























































































































図 13 鉄筋位置に対する全塩化物イオン濃度の深さ方向の分布 
 











仕上げあり 30 40 40 
仕上げなし 40 50 50 





仕上げあり 40 50 50 
仕上げなし 50 60 60 
屋外*1 仕上げあり 60 70 80 
擁壁 70 80 100 
*1 建築物の屋外に面する部材には，遮塩性のある仕上げ材（アクリルゴム系やエポ
キシ系など）を施す。 
*2 準塩害環境地域は，飛来塩分量が 4mdd 以上，13mdd 以下の地域である（注 1）。 
*3 塩害環境地域は，飛来塩分量が 13mdd を超え，25mdd 以下の地域である（注 1）。 















































表 4 日本港湾協会によるかぶり厚さの標準値 51) 





一般の環境 50 上記以外の部分 
 
ここで，屋外側コンクリートのかぶり厚さと鉄筋近傍の全塩化物イオン濃度との関係を






5.00kg/mm2以下の条件にある鉄筋は，腐食グレード I および II 程度であることが示された。 
 
 









































































けの中性化速度係数は概ね 2mm/ 年以下であった。 










8) 屋外側コンクリートのかぶり厚さ 80mm 以上，かつ，鉄筋近傍の全塩化物イオン濃度




















SSD49 が用いられている。SS39 は，JIS G 3101 として 1952 年に規格化され，1966
年に廃止されている 103)。また，SSD39 および SSD49 は，JIS G 3110 として 1953 年
に規格化され，1965 年に廃止されている 103)。また，設計波（※波圧力）の決定法に
藤野（1957 年）104)の研究成果が反映されていること，地震力の算定方法に建築基準
法施行令第 88 条 4（1950 年）が準用されていることから，「航路標識業務便覧」10)
は 1957 年から 1965 年の間に制定されたと推察される。 
（注3）塔高とは，地上から塔頂までの高さのことである。 




あった El Centro1940NS（ 大速度 10kine）の場合における動的解析結果（線形）を
大速度 40kine に換算した結果を示している。 
（注6）美保関灯台における動的解析は， 大加速度 100gal の阪神大震災 NS 波（神戸海洋
気象データ）を入力地震動としたものである。本論文では，動的解析結果を 大加
速度 400gal に換算した結果を示している。 
（注7）式(1.1)は，両辺で次元が異なっているが，係数「0.02」にこれを解消する単位（sec/m）
がある。 
（注8）式(1.2)の右辺は，単位体積重量 γは単位（kN/m3），ヤング係数 E は単位（N/mm2），
躯体高さ H および灯塔下端の外径 D は単位（m）のまま計算する。同式は，両辺で
次元が異なっているが，係数「0.06」および「0.037」にこれを解消する単位（それ























（注5） 犬吠埼灯台の躯体高さは，文献 1)1)では 23.87m とされているが，これは灯室壁の
床上面からの立ち上がり 0.10m の煉瓦造壁を加算しているためであるため，本論
では，地盤から灯室床上面までの高さ 23.77m を採用した。下端外径は，文献 1)で
は 7.60m とされているが，これは地面位置の石造基礎部の外径である。本論では，
他灯台との整合性のため，灯塔躯体である煉瓦造外壁の下端外径である 7.00m を






（注7） 潮岬灯台の躯体高さは，文献 1)では 17.40m とされているが，文献 4)，14)の図面上
で読み取ることができなかった。本論では，地盤から灯室床上面までの高さ 15.00m
を採用した。地盤は，『表土約 55.0cm を掘削し約 35cm の砂岩を削り取り。』4)，『地
質：石英粒を多く含んだ粗粒砂岩。』4)との記述から，砂岩であると判断した。 
（注8） 禄剛埼灯台の地盤は，『0.0～1.5m 礫混じり粘土（N 値 20）1.5～2.7m 強風化泥岩（N
値 30～50）2.7～5.0m 風化泥土（N 値 40）』3)との記述から，礫混じり粘土であると




（注9） 男木島灯台の地盤は，『①地盤から約-3.0m 付近：埋戻し砂質土。（N 値：20 程度）
②約-7.0m 付近：レキ質土。（N 値：50 程度）③約-12.7m 付近：細粒子の砂レキ層。
（N 値：10 程度）④約-15.5m 付近：粘土質砂レキ層。（N 値：50 程度）』4)との記述
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